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議案第４２号

令和７年度 川島町下水道事業会計決算認定について

埼玉県比企郡川島町下水道事業会計決算について、監査委員

の意見を付し、地方公営企業法第３０条第４項の規定により認

定を求める。  

令和８年９月２日提出

川島町長 藤 間   隆
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(単位：円)

(1)

イ 土 地 3,217,578 3,217,578

ロ 建 物

減 価 償 却 累 計 額 0 0

ハ 構 築 物 11,253,572,359

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,810,902,101 9,442,670,258

ニ 機 械 及 び 装 置 76,702,704

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,390,950 75,311,754

ホ 車 両 及 び 運 搬 具 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

ヘ 工具器具及び備品

減 価 償 却 累 計 額 0 0

ト リ ー ス 資 産 11,698,000

減 価 償 却 累 計 額 △ 10,486,092 1,211,908

チ 建 設 仮 勘 定 0 0

9,522,411,498

(2)

イ 施 設 利 用 権 213,115,060

213,115,060

9,735,526,558

(1) 208,114,590

(2) 32,661,995

△ 49,000 32,612,995

(3) 0

240,727,585

9,976,254,143

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

前 払 金

無 形 固 定 資 産 合 計

２　流　動　資　産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

（令和８年３月３１日）

令和７年度 川島町下水道事業 貸借対照表

資　産　の　部

１　固　定　資　産

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

－ 56 －



－ 57 －



－ 58 －



注 記 事 項 

１ 重要な会計方針に係る事項 
（１） 令和２年度より、地方公営企業会計基準を適用して財務諸表を作成している。
（２） 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜処理により行っている。
（３） 固定資産の減価償却の方法（リース資産を除く）

・定額法
・主な耐用年数 構築物：１０～５０年 機械及び装置：１５～２０年 

施設利用権：３５年 
（４） 引当金の計上方法

イ 退職給付引当金
川島町は、退職手当事務を行う埼玉県市町村総合事務組合に加盟している。ま

た、下水道事業会計では一般負担金の支出を行い、特別負担金の支出は一般会計
で行うため、退職給付引当金の計上対象には該当しない。

ロ 賞与引当金
翌年度の職員の期末手当、勤勉手当及びそれらにかかる法定福利費（職員共済

組合負担金）の支出に備えるため、支給見込額のうち本年度の負担に属する額を
計上している。

ハ 修繕引当金
 予定した修繕を何らかの理由で次年度に延期の場合に、その費用を流動負債の

修繕引当金に計上する。令和７年度については、該当する修繕はない。 
ニ 特別修繕引当金

 法的根拠等に基づいて定期的に大規模な修繕を要する施設がある場合、当該引
当金の計上を行う。令和７年度については、該当する修繕はない。 

ホ 貸倒引当金
 次年度の債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績等に基づき、回収

不能見込額を計上している。 

２ 貸借対照表等に関する注記 
企業債の償還に係る他会計の負担 

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内
に償還予定のものを含む）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は 1,846,562千円で
ある。 

３ ファイナンス・リースに関する注記
所有権移転ファイナンス・リースについては、自己所有の固定資産に適用する減価償却 

方法に準じた処理を行っている。 
消費税及び地方消費税について、固定資産取得年度の消費税納付時にリース期間満了ま

での支払額に基づき、税額の一括計上を行っている。 

４ その他 
地方公営企業法適用時における固定資産帳簿価額 

資産取得時から法適用の日の前日までに減価償却が行われてきたものとみなし、取得価
額から減価償却累計額相当額を控除して算定している。また消費税及び地方消費税相当額
として未払金から支出した額は元本分 721,289円、利息分 39,799円となっている。 

５ セグメント情報
川島町下水道事業は、下水道事業の単一セグメントであるため、記載を省略している。 
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令和７年度 川島町下水道事業 報告書 

１ 概  要 

（１） 総括事項

 本町の公共下水道は越辺川左岸沿いの市街化区域と、その周辺の工業地域を対象に

整備を行い、昭和 63年より一部供用開始がされています。 

令和７年度における経営状況は、水洗化人口 9,494人、水洗化戸数 4,663戸で、普及

率は 51.5％でしたが、処理区域内における水洗化率は 98.41％となりました。年間の総

排水量は 1,488,205㎥で、うち有収水量は 1,351,604㎥であり、有収率は 90.82％とな

りました。 

  収益的収入及び支出について、収入である事業収益は 532,567,024円で、うち下水道

使用料は 145,763,061円でした。支出である事業費用は 518,559,708円で、収支として

は、14,007,316円の純利益となりました。 

 資本的収入及び支出について、収入は企業債の借入や負担金などにより 55,744,650

円となり、支出は雨水排水機場設備の工事などにより、198,541,425 円となりました。 

キャッシュ・フロー計算書において、非現金収支項目を除去し、実際の現金収支だけ

で計算したところ、現金預金は、年度当初 211,974,389円から 3,859,799円減少し、年

度末で 208,114,590円となりました。 

有収率については、令和６年度の 83.46％から 7.36 ポイント上昇し、令和７年度は

90.82％となりました。これは降水量が令和６年度より少なかったことにより、管渠内

への浸入水が減少したためです。今後も浸入水を防止し有収率が高くなるよう、管渠の

調査及び浸入水対策を行ってまいります。また、経営面においては、令和 7年 10 月使

用分から下水道使用料改定を行い収入額の増強を行いました。支出においても経費削減

を推し進め、長期的視野に立った健全で安定した事業運営に努めてまいります。 

※ 本文中の金額は税抜額

（２） 経営指標に関する事項

令和７年度決算における経営成績について、経営の健全性を示す経常収支比率は前年

度比 4.96 ポイント増の 102.70％となっています。また、使用料水準の妥当性を示す経

費回収率は、前年度比 6.35ポイント増の 79.47％となりました。これは、収入において

下水道使用料の改定により収入額が増加したことによるものです。 

償却対象資産の状況を示す有形固定資産減価償却率は前年度比 2.74 ポイント増の

16.07％となっており、法定耐用年数を経過した管渠延長の割合を示す管路老朽化率、当

該年度に更新した管渠延長の割合を示す管渠改善率は、ともに 0.00％となっております。

これは、現在のところ法定耐用年数を経過した管路施設がないことを表しています。た

だし、使用環境によっては法定耐用年数経過前の管路施設でも劣化する場合があること

に注意をしつつ、ストックマネジメント計画にもとづき、計画的な調査や施設の更新を

行っていきます。 
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（３）簡保資金

本年度償還額 償 還 額 累 計

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

平成 8 ． 4 ．23 184,400,000 10,734,069 184,400,000

〃 平成 9 ． 4 ．10 134,200,000 7,076,907 126,930,727

〃 平成 10 ． 4 ．10 105,600,000 5,101,392 95,087,541

〃 平成 11 ． 11 ．30 164,700,000 7,722,434 136,428,485

〃 平成 12 ． 4 ．20 170,900,000 7,988,523 137,223,534

〃 平成 13 ． 11 ．30 101,800,000 4,611,723 74,639,173

〃 平成 16 ． 3 ．31 73,900,000 3,168,200 46,151,057

〃 平成 16 ． 3 ．31 47,100,000 2,019,246 29,414,274

〃 平成 17 ． 3 ．31 34,400,000 1,448,504 19,907,046

1,017,000,000 49,870,998 850,181,837

（４）銀行等引受資金等

本年度償還額 償 還 額 累 計

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

平成 30 ． 3 ．30 9,000,000 900,000 7,200,000

〃 平成 31 ． 3 ．29 11,800,000 1,180,000 8,260,000

〃 令和 2 ． 3 ．31 9,900,000 990,000 5,940,000

〃 令和 8 ． 3 ．25 15,500,000 0 0

46,200,000 3,070,000 21,400,000

種 類

発 行 年 月 日 発 行 総 額
償 還 金

発 行 年 月 日 発 行 総 額
償 還 金

計

計

種 類
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単位 ： 円

0 - 年3．40％ 令和　 8． 3．31

7,269,273 - 年2．70％ 令和   9． 3．31

10,512,459 - 年2．00％ 令和 10． 3．31

28,271,515 - 年2．00％ 令和 11． 9．30

33,676,466 - 年2．10％ 令和 12． 3．31

27,160,827 - 年2．10％ 令和 13． 9．30

27,748,943 - 年2．00％ 令和 16． 3．31

17,685,726 - 年2．00％ 令和 16． 3．31

14,492,954 - 年2．10％ 令和 17． 3．31

166,818,163

単位 ： 円

1,800,000 - 年0．25％ 令和 10． 3．31 武蔵野銀行

3,540,000 -  年0．169％ 令和 11． 3．31 埼玉りそな銀行

3,960,000 -  年0．145％ 令和 12． 3．31 埼玉りそな銀行

15,500,000 -  年1．950％ 令和 28． 3． 1 JA埼玉中央

24,800,000

未 償 還 残 高 償 還 終 期 備 考発 行 価 額

未 償 還 残 高 発 行 価 額 利 率 償 還 終 期 備 考

利 率
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